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75
歳
以
上
の
高
齢
者
を

差
別
す
る
制
度

2
0
0
6
年
6
月
に
成
立
し
た

「
医
療
改
革
関
連
法
」
は
、
厚
生
労

働
省
の
幹
部
が
「
国
民
皆
保
険
以
来

の
大
改
正
」
と
述
べ
た
よ
う
に
、
日

本
の
医
療
制
度
を
根
元
か
ら
構
造
改

革
し
よ
う
と
す
る
も
の
で
し
た
。
具

体
的
な
方
策
は
多
岐
に
わ
た
り
、
12

本
の
法
律
の
う
ち
中
心
的
な
法
律

が
、
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
創
設

を
含
む
、
高
齢
者
の
医
療
の
確
保
に

関
す
る
法
律
で
す
。

医
療
「
構
造
改
革
」
の
柱
と
し
て

2
0
0
8
年
4
月
に
ス
タ
ー
ト
し
た

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に
は
、
ど
の

よ
う
な
特
徴
や
問
題
点
が
あ
る
の
で

し
ょ
う
か
。

第
一
は
、
75
歳
に
な
る
と
国
民
健

康
保
険
や
健
康
保
険
な
ど
か
ら
外

し
、
強
制
的
に
後
期
高
齢
者
医
療
制

度
に
加
入
さ
せ
る
こ
と
で
す
。
厚
労

省
が
2
0
0
9
年
11
月
30
日
に
開
催

し
た
第
1
回
高
齢
者
医
療
制
度
改
革

会
議
で
は
、
独
立
制
度
に
よ
る
本
質

的
な
問
題
点
と
し
て
、
「
75
歳
以
上

の
高
齢
者
の
み
を
区
分
し
、
保
険
証

も
別
に
な
り
、
差
別
的
で
あ
る
」
こ

と
を
挙
げ
て
い
ま
す
。

例
え
ば
、
75
歳
以
上
で
被
用
者
の

場
合
、
現
役
被
用
者
も
健
保
本
人
か

ら
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に
移
行

し
、
保
険
料
負
担
が
増
加
す
る
一

方
、
傷
病
手
当
金
や
特
定
健
診
、
健

保
組
合
で
受
け
て
い
た
付
加
給
付
な

ど
が
受
け
ら
れ
な
く
な
り
ま
す
。

高
齢
者
の
個
人
差
・
性
差
・
地
域

差
な
ど
は
ま
っ
た
く
考
慮
さ
れ
ず

に
、
一
律
に
暦
年
齢
で
区
分
す
る
こ

と
に
は
無
理
が
あ
り
、
科
学
的
根
拠

に
も
乏
し
い
も
の
で
す
。
日
本
総
合

研
究
所
調
査
部
主
任
研
究
員
の
飛
田

英
子
氏
が
、
「
年
齢
に
よ
っ
て
加
入

す
る
制
度
を
区
分
す
る
仕
組
み
は
、

全
国
民
を
対
象
と
す
る
公
的
医
療
保

険
制
度
を
持
つ
国
で
は
存
在
し
な

い
」
と
指
摘
し
て
い
る
よ
う
に
、
世

界
的
に
も
ほ
と
ん
ど
例
が
な
い
制
度

で
す
。

第
二
は
、
制
度
に
個
人
単
位
制
が

持
ち
込
ま
れ
、
新
た
な
保
険
料
負
担

が
発
生
す
る
こ
と
で
す
。
75
歳
に
な

る
と
、
こ
れ
ま
で
保
険
料
負
担
の
な

か
っ
た
被
扶
養
者
か
ら
も
、
保
険
料

が
徴
収
さ
れ
ま
す
。
ま
た
、
国
保
世

帯
の
高
齢
夫
婦
で
夫
が
75
歳
に
な
る

と
、
夫
の
み
後
期
高
齢
者
医
療
制
度

に
移
り
、
妻
1
人
が
国
保
に
残
さ
れ

る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

夫
が
現
役
被
用
者
で
妻
が
そ
の
被

扶
養
者
だ
っ
た
場
合
、
夫
が
75
歳
に

な
る
と
、
夫
は
後
期
高
齢
者
医
療
制

度
に
、
妻
は
国
保
に
移
る
こ
と
に
な

り
ま
す
。
こ
の
よ
う
に
、
世
帯
構
成

や
収
入
は
ま
っ
た
く
変
わ
ら
な
い
の

に
、
家
族
間
の
医
療
保
険
の
加
入
関

後後
期期
高高
齢齢
者者
医医
療療
制制
度度
のの
問問
題題
点点
とと
改改
善善
点点
、、
運運
動動
のの
課課
題題

高
齢
者
の
い
の
ち
と
尊
厳
を
守
る

医
療
制
度
の
確
立
を

公
益
財
団
法
人
日
本
医
療
総
合
研
究
所

研
究
・
研
修
委
員

寺
尾

正
之
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係
が
変
わ
り
、
世
帯
当
た
り
の
保
険

料
負
担
も
増
加
し
ま
す
。

第
三
に
、
健
康
の
保
持
増
進
が
努

力
規
定
と
な
っ
た
こ
と
で
す
。
法
律

の
目
的
に
明
記
さ
れ
て
い
た
「
健
康

の
保
持
」
の
文
言
が
削
ら
れ
、
代
わ

り
に
「
医
療
費
の
適
正
化
」
の
文
言

が
加
わ
り
ま
し
た
。
高
齢
者
の
健
康

診
査
は
市
区
町
村
に
実
施
義
務
が
あ

り
ま
し
た
が
、
後
期
高
齢
者
医
療
広

域
連
合
の
努
力
義
務
に
変
更
さ
れ
ま

し
た
。
こ
の
た
め
受
診
率
が
低
下

し
、
原
則
自
己
負
担
が
あ
る
こ
と
も

反
映
し
、
全
国
平
均
の
受
診
率
は
29

・
2
％
に
と
ど
ま
っ
て
い
ま
す
。

第
四
に
、
高
齢
者
の
医
療
費
抑
制

の
た
め
に
、
「
後
期
高
齢
者
の
心
身

の
特
性
に
相
応
し
た
」
診
療
報
酬
が

持
ち
込
ま
れ
た
こ
と
で
す
。
新
設
さ

れ
た
の
は
17
項
目
で
、
代
表
的
な
も

の
が
「
後
期
高
齢
者
診
療
料
」
と
「
後

期
高
齢
者
終
末
期
相
談
支
援
料
」
で

す
。
後
期
高
齢
者
診
療
料
（
月
1

回
、
6
0
0
0
円
の
定
額
）
は
、
「
主

病
は
ひ
と
つ
」
な
ど
と
い
う
医
学
的

根
拠
の
ま
っ
た
く
な
い
概
念
を
持
ち

出
し
て
、
慢
性
疾
患
の
管
理
を
一
つ

の
医
療
機
関
に
限
定
し
ま
し
た
。
実

質
的
な
フ
リ
ー
ア
ク
セ
ス
の
制
限
と

い
え
ま
す
。

定
額
の
診
療
報
酬
は
、
丁
寧
な
検

査
や
診
断
を
す
る
ほ
ど
医
療
機
関
側

は
「
赤
字
」
に
な
る
と
い
う
問
題
が

あ
り
ま
す
。
厚
労
省
が
後
期
高
齢
者

診
療
料
の
届
出
を
行
っ
て
い
る
医
療

機
関
に
実
施
し
た
調
査
で
は
、
実
際

に
は
約
9
割
が
算
定
し
て
い
ま
せ
ん

で
し
た
（
2
0
1
0
年
4
月
の
診
療

報
酬
改
定
で
廃
止
）
。

高
齢
者
が
終
末
期
を
ど
こ
で
迎

え
、
そ
こ
で
ど
の
よ
う
な
医
療
行
為

を
望
む
か
は
、
本
人
と
家
族
の
意
思

に
よ
っ
て
決
め
ら
れ
る
べ
き
で
す
。

国
が
意
思
表
示
を
認
め
る
仕
組
み
を

つ
く
り
、
そ
れ
を
診
療
報
酬
で
評
価

す
る
と
い
う
性
格
の
問
題
で
は
あ
り

ま
せ
ん
。
後
期
高
齢
者
終
末
期
相
談

支
援
料
（
1
回
限
り
2
0
0
0
円
）

は
、
2
0
0
8
年
4
月
に
新
設
さ
れ

ま
し
た
が
、
批
判
が
噴
出
し
た
た
め

7
月
か
ら
凍
結
さ
れ
、
2
0
1
0
年

4
月
に
廃
止
さ
れ
ま
し
た
。

第
五
に
、
年
金
受
給
が
年
額
18
万

円
未
満
の
人
は
保
険
料
を
窓
口
納
付

す
る
こ
と
に
な
り
、
と
く
に
理
由
も

な
く
1
年
間
未
納
を
続
け
た
場
合
、

国
保
や
介
護
保
険
の
場
合
と
同
じ
よ

う
に
資
格
証
明
書
が
発
行
さ
れ
る
規

定
が
設
け
ら
れ
ま
し
た
。
現
在
、
資

格
証
明
書
は
1
枚
も
発
行
さ
れ
て
い

ま
せ
ん
が
、
そ
の
前
提
と
も
な
る
短

期
保
険
証
は
2
万
3
0
8
9
人
（
全

体
の
0
・
13
％
）
に
発
行
さ
れ
て
い

ま
す
。
保
険
料
の
滞
納
者
数
は
22
万

2
2
3
8
人
（
全
体
の
1
・
29
％
）
、

滞
納
処
分
は
6
8
1
6
件
に
及
ん
で

い
ま
す
。

第
六
に
、
「
医
療
費
は
、
高
齢
化

の
進
展
に
伴
い
、
今
後
ま
す
ま
す
増

大
す
る
」
の
で
、
75
歳
以
上
の
高
齢

者
の
医
療
を
制
限
す
る
た
め
、
高
齢

者
医
療
費
の
増
加
に
比
例
し
て
、
高

齢
者
の
保
険
料
が
増
加
す
る
仕
組
み

を
導
入
し
た
こ
と
で
す
。

制
度
開
始
直
前
の
2
0
0
8
年
1

月
、
厚
労
省
後
期
高
齢
者
医
療
制
度

準
備
室
室
長
補
佐
は
、
「
医
療
費
が

際
限
な
く
上
が
っ
て
い
く
痛
み
を
、

自
分
の
感
覚
で
感
じ
取
っ
て
い
た
だ

く
こ
と
に
し
た
」
と
本
音
を
語
っ
て

い
ま
す
。
し
か
し
、
複
数
の
病
気
を

持
ち
、
治
療
が
長
期
化
す
る
「
リ
ス

ク
の
高
い
75
歳
以
上
の
高
齢
者
の
み

を
対
象
と
す
る
制
度
は
、
リ
ス
ク
分

散
と
い
う
医
療
保
険
の
原
理
で
は
成

り
立
た
な
い
」
（
参
議
院
厚
生
労
働

委
員
会
調
査
室
・
吉
岡
成
子
氏
）
こ

と
は
明
ら
か
で
す
。

際
限
の
な
い
負
担
増

と
な
る
制
度

制
度
の
財
源
負
担
割
合
が
法
定
化

さ
れ
た
こ
と
も
大
き
な
問
題
で
す
。

負
担
割
合
は
、
高
齢
者
の
保
険
料
が

10
％
、
現
役
世
代
の
保
険
料
（
後
期

高
齢
者
医
療
支
援
金
）
が
40
％
、
公

費
50
％
と
定
め
ら
れ
ま
し
た
。
こ
れ

に
よ
り
、
高
齢
者
医
療
費
と
保
険
料

負
担
が
連
動
す
る
こ
と
に
な
り
、
75

歳
以
上
の
人
口
が
増
え
、
医
療
費
が

増
え
れ
ば
自
動
的
に
保
険
料
が
増
え

続
け
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

実
際
に
、
保
険
料
の
負
担
割
合
は

制
度
開
始
時
の
10
％
か
ら
、
2
0
1

8
〜
2
0
1
9
年
度
は
11
・
18
％

（
約
1
・
8
兆
円
）
に
ま
で
増
え
て

い
ま
す
。
現
役
世
代
の
保
険
料
（
支

援
金
）
の
負
担
割
合
も
40
％
か
ら
、

42
％
（
約
6
・
8
兆
円
）
へ
増
加
し
、

公
費
の
負
担
割
合
の
み
50
％
か
ら
47

％
（
約
7
・
7
兆
円
）
へ
と
下
が
っ
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て
い
ま
す
。

高
齢
者
の
保
険
料
は
、
恒
久
制
度

に
よ
る
保
険
料
軽
減
措
置
に
加
え

て
、
予
算
措
置
に
よ
る
保
険
料
軽
減

特
例
が
実
施
さ
れ
て
き
ま
し
た
が
、

そ
れ
で
も
制
度
開
始
か
ら
10
年
間
で

10
％
を
超
え
る
保
険
料
負
担
割
合
と

な
っ
て
い
ま
す
。

し
か
も
、
安
倍
政
権
の
下
で
保
険

料
軽
減
措
置
が
縮
小
・
廃
止
さ
れ
て

き
ま
し
た
。
①
所
得
割
の
5
割
軽
減

は
2
0
1
7
年
4
月
か
ら
2
軽
減
と

さ
れ
、
2
0
1
8
年
4
月
か
ら
廃

止
、
②
扶
養
者
の
均
等
割
の
9
割
、

8
・
5
割
軽
減
は
、
2
0
1
7
年
4

月
か
ら
7
割
軽
減
と
さ
れ
、
2
0
1

8
年
4
月
か
ら
5
割
軽
減
、
2
0
1

9
年
4
月
か
ら
廃
止
、
③
均
等
割
8

・
5
割
軽
減
は
2
0
2
0
年
度
か
ら

7
・
75
割
軽
減
と
さ
れ
、
2
0
2
1

年
度
か
ら
7
割
軽
減
、
④
均
等
割
9

割
軽
減
は
2
0
1
9
年
度
に
8
割
軽

減
と
さ
れ
、
2
0
2
0
年
度
か
ら
7

割
軽
減
、
と
い
う
内
容
で
す
。

現
役
世
代
の
保
険
料
（
支
援
金
）

の
負
担
割
合
も
増
え
て
い
き
ま
す
。

現
役
世
代
の
人
口
減
少
率
の
2
分
の

1
を
、
高
齢
者
の
保
険
料
負
担
割
合

に
追
加
す
る
仕
組
み
が
導
入
さ
れ
た

た
め
、
そ
の
分
、
現
役
世
代
の
負
担

割
合
を
引
き
下
げ
る
こ
と
に
な
り
ま

す
が
、
法
定
化
さ
れ
た
負
担
割
合

（
10
％
と
40
％
）
が
正
確
に
変
更
さ

れ
る
の
で
は
な
く
、
人
口
減
少
率
の

2
分
の
1
だ
け
が
反
映
さ
れ
る
の

で
、
現
役
世
代
の
保
険
料
も
増
え
る

こ
と
に
な
る
の
で
す
。

現
役
並
み
所
得
者
（
単
身
世
帯
で

年
収
3
8
3
万
円
以
上
、
夫
婦
世
帯

で
年
収
5
2
0
万
円
以
上
）
に
つ
い

て
は
、
公
費
負
担
の
対
象
と
は
し
て

い
な
い
た
め
、
そ
の
分
を
差
し
引
き

ま
す
。
そ
の
結
果
、
公
費
の
負
担
割

合
は
47
％
、
現
役
世
代
の
保
険
料

（
支
援
金
）
の
負
担
割
合
は
42
％
に

な
っ
て
い
ま
す
。
対
象
者
は
約
1
2

2
万
人
（
全
体
の
6
・
7
％
）
で
、

現
役
世
代
の
保
険
料
（
支
援
金
）
負

担
の
増
加
額
は
4
5
0
0
億
円
に
の

ぼ
っ
て
い
ま
す
。
現
役
並
み
所
得
の

基
準
が
引
き
下
げ
ら
れ
、
対
象
が
広

が
っ
た
場
合
、
現
役
世
代
の
保
険
料

（
支
援
金
）
は
さ
ら
に
増
え
る
こ
と

に
な
り
ま
す
。

高
齢
者
の
保
険
料
は
、
各
都
道
府

県
の
後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
が

条
例
で
定
め
ま
す
が
、
一
般
財
源
を

持
た
な
い
広
域
連
合
で
は
独
自
の
保

険
料
減
免
が
困
難
で
す
。
国
の
本
音

は
、
「
こ
れ
か
ら
は
高
齢
者
に
ど
ん

ど
ん
負
担
を
求
め
る
時
代
だ
。
先
の

短
い
高
齢
者
に
基
金
を
取
り
崩
し
て

保
険
料
を
下
げ
る
よ
う
な
優
遇
は
す

べ
き
で
は
な
い
」
（
厚
労
省
高
齢
者

医
療
課
幹
部
、
2
0
1
3
年
12
月
）

と
い
う
こ
と
で
す
。

さ
ら
に
、
地
方
自
治
法
に
基
づ
く

地
方
自
治
体
で
あ
り
な
が
ら
、
後
期

高
齢
者
医
療
広
域
連
合
議
会
の
議
員

の
定
数
は
少
な
く
、
「
各
市
町
村
の

長
及
び
議
会
の
議
員
」
の
う
ち
か
ら

選
ば
れ
る
た
め
、
当
事
者
で
あ
る
高

齢
者
の
意
見
が
、
直
接
的
に
反
映
で

き
る
仕
組
み
と
し
て
機
能
し
て
い
る

と
は
い
え
ま
せ
ん
。
広
域
事
業
の
た

め
、
制
度
の
運
営
が
各
自
治
体
や
住

民
の
手
か
ら
離
れ
、
当
事
者
の
自
治

が
機
能
し
な
く
な
り
ま
し
た
。
広
域

連
合
議
会
の
運
営
は
形
式
的
で
日
程

も
短
期
間
。
高
齢
者
の
暮
ら
し
向
き

と
密
接
に
結
び
つ
い
た
実
質
的
な
議

論
が
ほ
と
ん
ど
行
わ
れ
て
い
ま
せ

ん
。事

務
局
は
、
県
と
市
町
村
か
ら
派

遣
さ
れ
た
職
員
で
構
成
さ
れ
て
い
ま

す
。
数
年
で
職
員
が
入
れ
替
わ
り
、

専
門
性
の
向
上
が
期
待
で
き
な
い
希

薄
な
体
制
と
い
え
ま
す
。

実
態
を
無
視
し
た

「
負
担
の
公
平
化
」
論

高
齢
者
に
負
担
増
を
強
い
る
か
、

医
療
を
制
限
す
る
か
を
迫
る
と
い
う

制
度
の
害
悪
が
本
格
化
し
よ
う
と
し

て
い
ま
す
。
こ
れ
ま
で
、
▽
70
〜
74

歳
は
原
則
1
割
負
担
か
ら
順
次
2
割

負
担
に
引
き
上
げ
（
2
0
1
4
年
か

ら
）
▽
入
院
時
の
食
事
代
の
引
き
上

げ
（
2
0
1
6
年
4
月
と
2
0
1
8

年
4
月
）
▽
70
歳
以
上
の
患
者
自
己

負
担
の
上
限
引
き
上
げ
（
高
額
療
養

費
制
度
、
2
0
1
7
年
8
月
と
2
0

1
8
年
8
月
）
▽
65
歳
以
上
で
療
養

病
床
に
入
院
す
る
患
者
負
担
の
引
き

上
げ
（
2
0
1
7
年
10
月
と
2
0
1

8
年
4
月
）
な
ど
の
負
担
増
が
行
わ

れ
て
き
ま
し
た
。

さ
ら
に
、
2
0
1
9
年
12
月
に
ま

と
め
ら
れ
た
全
世
代
型
社
会
保
障
検

討
会
議
（
議
長
・
安
倍
晋
三
首
相
）

の
「
中
間
報
告
」
は
、
「
負
担
能
力
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に
応
じ
た
も
の
へ
と
改
革
し
て
い

く
」
と
し
て
、
現
在
は
原
則
1
割
負

担
の
75
歳
以
上
の
医
療
費
窓
口
負
担

に
つ
い
て
、
一
定
所
得
以
上
は
2
割

負
担
に
引
き
上
げ
、
2
0
2
2
年
度

初
め
ま
で
の
実
施
を
め
ざ
す
こ
と
を

盛
り
込
み
ま
し
た
。

財
務
省
や
経
団
連
は
、
原
則
2
割

負
担
に
引
き
上
げ
（
給
付
削
減
は
年

約
8
0
0
0
億
円
・
厚
労
省
試
算
）
、

新
た
に
75
歳
に
な
る
人
か
ら
順
次
2

割
負
担
と
す
る
よ
う
求
め
て
お
り
、

2
割
負
担
を
導
入
す
る
こ
と
で
、
段

階
的
に
負
担
増
を
進
め
て
い
く
突
破

口
に
し
よ
う
し
て
い
ま
す
。

1
割
、
2
割
、
3
割
の
3
区
分
に

な
っ
た
場
合
、
具
体
的
な
所
得
基
準

の
ラ
イ
ン
が
ど
こ
に
引
か
れ
る
か
に

よ
っ
て
、
1
割
負
担
の
原
則
が
、
実

質
的
に
原
則
2
割
負
担
に
近
づ
く
こ

と
に
な
り
ま
す
。
現
状
は
、
3
割
負

担
の
「
現
役
並
み
所
得
」
区
分
は
6
・

7
％
（
1
2
1
万
人
）
、
1
割
負
担

の
「
一
般
」
区
分
は
53
％
（
9
5
4

万
人
）
で
す
。

焦
点
と
な
る
の
は
一
般
区
分
の
9

4
5
万
人
の
う
ち
、
ど
の
程
度
の
人

数
が
2
割
負
担
と
な
る
よ
う
に
線
引

き
を
す
る
か
と
い
う
こ
と
で
す
。

「
政
府
関
係
者
は
『
2
割
負
担
と
3

割
負
担
の
人
が
全
体
の
半
数
以
上
と

な
る
よ
う
な
線
引
き
に
は
し
な
い
』
」

と
話
す
」
（
『
朝
日
新
聞
』
2
0
1

9
年
12
月
12
日
付
）
と
報
じ
ら
れ
て

い
ま
す
が
、
仮
に
、
現
役
並
み
所
得

区
分
の
1
2
1
万
人
は
そ
の
ま
ま

で
、
一
般
区
分
の
う
ち
7
0
0
万
人
、

7
割
以
上
が
2
割
負
担
と
な
る
ラ
イ

ン
を
引
い
た
場
合
、
合
計
で
8
2
0

万
人
を
超
え
、
全
体
（
1
8
0
0
万

人
）
の
半
数
近
く
が
2
割
・
3
割
負

担
に
な
る
計
算
で
す
。

国
は
少
子
高
齢
化
を
背
景
に
、
現

役
世
代
と
の
「
負
担
の
公
平
化
」
と

し
て
、
75
歳
以
上
の
高
齢
者
の
窓
口

負
担
増
を
迫
っ
て
い
ま
す
。
し
か

し
、
社
会
保
障
審
議
会
医
療
保
険
部

会
の
資
料
に
よ
る
と
、
75
歳
以
上
の

高
齢
者
は
、
医
療
機
関
の
外
来
で
86

％
の
人
が
高
血
圧
症
や
糖
尿
病
な
ど

何
ら
か
の
慢
性
疾
患
を
治
療
し
、
64

％
の
人
が
2
種
類
以
上
の
慢
性
疾
患

を
治
療
し
て
い
ま
す
。
生
活
機
能
も

75
歳
を
超
え
る
と
急
速
に
低
下
し
、

買
い
物
、
外
出
等
の
生
活
行
為
が
で

き
な
く
な
る
傾
向
が
あ
り
ま
す
。
75

歳
以
上
と
75
歳
未
満
の
人
を
比
べ
る

と
、
1
0
0
人
当
た
り
の
年
間
受
診

回
数
割
合
は
、
外
来
で
2
・
3
倍
、

入
院
で
は
6
・
2
倍
に
も
な
り
、
年

を
重
ね
る
ほ
ど
受
診
回
数
割
合
が
高

く
な
り
、
診
療
費
も
外
来
で
3
・
4

倍
、
入
院
で
は
6
・
6
倍
に
の
ぼ
っ

て
い
ま
す
。

そ
の
た
め
、
75
歳
以
上
の
1
人
当

た
り
患
者
負
担
額
は
、
原
則
一
割
で

も
年
7
万
4
0
0
0
円
で
、
75
歳
未

満
（
年
4
万
4
0
0
0
円
）
の
1
・

7
倍
で
す
。
年
平
均
の
患
者
負
担
額

は
、
70
〜
74
歳
が
7
万
2
0
0
0
円
、

75
〜
79
歳
が
6
万
4
0
0
0
円
、
80

〜
84
歳
が
7
万
5
0
0
0
円
、
85
歳

以
上
が
8
万
4
0
0
0
円
と
な
っ
て

お
り
、
2
割
負
担
で
あ
る
70
〜
74
歳

よ
り
も
、
1
割
負
担
の
80
歳
以
上
の

方
が
高
く
な
っ
て
い
ま
す
。

一
方
で
、
高
齢
世
帯
の
貧
困
化
が

進
ん
で
い
る
こ
と
は
重
大
な
問
題
で

す
。
75
歳
以
上
の
高
齢
者
の
う
ち
、

「
所
得
な
し
」
が
51
・
8
％
に
の
ぼ

り
、
所
得
額
2
0
0
万
円
未
満
が
9

割
以
上
を
占
め
て
い
ま
す
（
「
後
期

高
齢
者
医
療
制
度
被
保
険
者
実
態
調

査
報
告
」
2
0
1
9
年
3
月
）
。
75

歳
以
上
の
高
齢
者
世
帯
の
約
7
割
は

公
的
年
金
等
の
み
で
生
活
し
て
お

り
、
全
体
の
半
数
の
9
1
0
万
人
の

公
的
年
金
等
は
年
1
0
0
万
円
未
満

と
い
う
現
状
で
す
。
同
世
帯
の
貯
蓄

額
も
3
0
0
万
円
以
下
が
全
体
の
約

35
％
を
占
め
、
「
貯
蓄
な
し
」
も
約

17
％
。
ま
さ
に
、
年
金
で
は
暮
ら
せ

な
い
、
働
か
な
い
と
暮
ら
せ
な
い
の

が
実
態
で
す
。

高
齢
者
は
複
数
の
病
気
を
持
ち
、

治
療
が
長
期
化
す
る
傾
向
が
あ
る
た

め
、
早
期
発
見
・
早
期
対
応
を
行
う

と
と
も
に
、
効
果
的
な
重
症
化
予
防

が
極
め
て
重
要
で
す
。
し
か
し
、
厚

労
省
が
利
用
す
る
「
長
瀬
指
数
」
に

よ
れ
ば
、
窓
口
負
担
ゼ
ロ
の
時
と
比

べ
、
2
割
負
担
で
30
％
、
3
割
負
担

で
は
40
％
、
医
療
が
必
要
な
人
の
受

診
が
減
少
し
、
医
療
保
険
の
給
付
が

削
減
さ
れ
ま
す
。
高
齢
者
の
受
診
抑

制
や
受
診
中
断
が
進
む
こ
と
は
、
病

気
の
悪
化
、
重
症
化
を
招
く
ば
か
り

か
、
将
来
へ
の
不
安
を
増
長
さ
せ
る

こ
と
に
な
り
ま
す
。

医
療
に
は
支
払
い
能
力
と
関
係
な

く
必
要
が
生
じ
る
と
い
う
大
原
則
が

あ
り
ま
す
。
所
得
が
あ
る
か
ら
重
い
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病
気
に
な
る
と
い
う
こ
と
で
は
あ
り

ま
せ
ん
。

年
齢
で
は
な
く
、
所
得
の
多
寡
に

応
じ
た
窓
口
負
担
と
す
る
の
が
公
平

だ
と
い
う
理
由
で
、
所
得
が
一
定
程

度
あ
る
か
ら
と
窓
口
負
担
を
引
き
上

げ
る
こ
と
は
、
合
理
性
が
あ
る
か
の

よ
う
に
見
え
ま
す
。
し
か
し
、
見
か

け
の
窓
口
負
担
を
引
き
上
げ
る
と
、

高
齢
者
の
実
質
的
な
負
担
は
何
倍
も

重
く
な
り
、
逆
に
不
公
平
に
な
り
ま

す
。
受
診
抑
制
・
中
断
に
つ
な
が
る

こ
と
は
明
ら
か
で
す
。
そ
の
た
め
、

高
齢
者
の
窓
口
負
担
は
軽
減
さ
れ
て

き
た
の
で
す
。
支
払
い
能
力
に
応
じ

た
負
担
（
応
能
負
担
）
は
、
窓
口
負

担
で
は
な
く
、
税
と
保
険
料
に
こ
そ

求
め
る
べ
き
で
す
。

厚
労
省
は
2
0
1
7
年
11
月
16

日
、
「
年
齢
が
高
く
な
る
に
つ
れ
て

医
療
費
は
大
き
く
な
る
が
収
入
は
減

少
。
収
入
に
対
す
る
医
療
費
の
自
己

負
担
は
高
齢
者
が
高
い
。
保
険
料
軽

減
廃
止
に
加
え
、
さ
ら
に
高
齢
者
の

患
者
負
担
増
に
つ
い
て
国
民
の
理
解

を
得
る
こ
と
が
で
き
る
か
。
過
度
な

受
診
抑
制
を
招
か
な
い
か
」
と
の
見

解
を
示
し
て
い
ま
す
。
全
国
後
期
高

齢
者
医
療
広
域
連
合
協
議
会
も
、
国

へ
の
要
望
書
（
2
0
1
9
年
6
月
12

日
）
で
、
「
（
窓
口
負
担
は
）
高
齢

者
が
必
要
な
医
療
を
受
け
る
機
会
の

確
保
と
い
う
観
点
か
ら
、
少
な
く
と

も
現
状
維
持
を
基
本
と
す
る
」
こ
と

を
求
め
て
い
ま
す
。

今
年
度
か
ら
厚
労
省
は
、
高
齢
者

の
「
予
防
・
健
康
づ
く
り
の
一
体
的

実
施
」
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。
75

歳
以
上
の
高
齢
者
を
中
心
に
、
市
区

町
村
が
主
体
と
な
っ
て
、
病
気
の
予

防
・
重
症
化
予
防
、
介
護
予
防
・
フ

レ
イ
ル
（
虚
弱
）
予
防
の
取
り
組
み

を
一
体
的
に
実
施
す
る
事
業
が
始
ま

り
ま
す
。
慢
性
疾
患
の
未
治
療
・
治

療
中
断
の
高
齢
者
を
個
別
訪
問
し

て
、
医
療
機
関
へ
の
受
診
を
勧
奨
す

る
こ
と
や
、
地
域
に
あ
る
「
通
い
の

場
」
へ
の
参
加
勧
奨
を
行
う
こ
と
で
、

「
地
域
に
お
け
る
健
康
づ
く
り
、
地

域
づ
く
り
」
を
進
め
る
と
し
て
い
ま

す
。
窓
口
負
担
の
2
割
負
担
化
は
、

こ
う
し
た
取
り
組
み
に
も
逆
行
す
る

の
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

高
齢
者
に
と
っ
て
医
療
と
介
護
は

一
体
で
あ
り
、
窓
口
負
担
の
引
き
上

げ
は
、
親
を
支
え
る
現
役
世
代
の
生

活
も
危
う
く
し
ま
す
。
受
診
抑
制
・

中
断
に
よ
っ
て
要
介
護
状
態
に
な
っ

て
も
、
国
は
介
護
施
設
へ
の
入
所
制

限
な
ど
を
行
っ
て
き
た
た
め
、
在
宅

介
護
に
な
る
ケ
ー
ス
が
多
い
と
考
え

ら
れ
ま
す
。
介
護
の
た
め
に
仕
事
を

や
め
る
介
護
離
職
は
年
平
均
で
10
万

人
に
の
ぼ
り
、
う
ち
女
性
が
80
％
を

占
め
て
い
ま
す
。
働
き
な
が
ら
介
護

を
す
る
人
も
3
4
6
万
人
に
の
ぼ
っ

て
い
ま
す
。
高
齢
者
の
窓
口
負
担
増

が
介
護
離
職
の
増
加
に
つ
な
が
る
の

は
明
白
で
す
。

高
齢
者
は
、
①
平
均
所
得
が
低
い

う
え
に
年
と
と
も
に
所
得
が
減
っ
て

い
く
、
②
医
療
の
必
要
度
が
高
く
長

期
に
わ
た
り
頻
繁
に
受
診
が
必
要
に

な
る
、
③
年
齢
と
と
も
に
患
者
負
担

額
が
高
く
な
っ
て
い
く
―
―
こ
う
し

た
実
態
・
特
性
を
無
視
し
、
い
の
ち

と
健
康
を
壊
し
、
生
活
破
綻
に
追
い

込
む
2
割
負
担
化
は
撤
回
す
る
し
か

あ
り
ま
せ
ん
。

医
療
費
の
別
会
計
を
や
め

保
険
料
の
軽
減
を

現
在
、
75
歳
以
上
の
高
齢
者
は
国

民
の
7
人
に
1
人
に
あ
た
る
1
8
0

0
万
人
で
す
。
後
期
高
齢
者
医
療
制

度
の
医
療
費
は
17
・
7
兆
円
で
、
う

ち
医
療
給
付
費
は
16
・
3
兆
円
、
患

者
負
担
（
1
割
と
3
割
）
は
1
・
4

兆
円
。
保
険
料
は
定
額
部
分
と
所
得

に
応
じ
た
部
分
の
合
計
で
、
2
0
1

8
〜
2
0
1
9
年
度
は
全
国
平
均
で

年
間
約
7
万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

国
は
〝
制
度
の
定
着
〞
を
強
調
し
て

い
ま
す
が
、
収
入
が
少
な
い
一
方
で
、

医
療
費
が
か
さ
む
高
齢
者
の
独
立
制

ぜ
い
じ
ゃ
く

度
は
、
基
盤
の
極
め
て
脆
弱
な
仕
組

み
と
い
え
ま
す
。

制
度
の
改
善
と
し
て
、
後
期
高
齢

者
医
療
制
度
の
公
費
負
担
割
合
を
現

在
の
47
％
か
ら
引
き
上
げ
、
定
率
国

庫
負
担
（
24
％
、
3
・
7
兆
円
）
を

抜
本
的
に
増
額
す
る
こ
と
が
不
可
欠

で
す
。
全
国
後
期
高
齢
者
医
療
広
域

連
合
協
議
会
も
要
望
書
（
2
0
1
9

年
6
月
12
日
）
の
な
か
で
、
「
定
率

国
庫
負
担
割
合
の
増
加
や
国
の
責
任

あ
る
財
政
支
援
を
拡
充
す
る
こ
と
」

を
求
め
て
い
ま
す
。

さ
ら
に
、
公
費
負
担
の
対
象
か
ら

除
外
し
、
公
費
削
減
分
を
現
役
世
代

の
保
険
料
（
支
援
金
）
負
担
に
肩
代
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わ
り
さ
せ
て
い
る
「
現
役
並
み
所
得

者
」
に
つ
い
て
は
、
公
費
負
担
の
対

象
と
す
べ
き
で
す
。

「
基
金
」
を
活
用
し
た
保
険
料
引

き
下
げ
の
要
求
は
、
引
き
続
き
重
要

な
課
題
で
す
。
広
域
連
合
ご
と
に
弾

力
的
な
制
度
運
営
が
で
き
る
よ
う
に

す
る
た
め
に
も
、
各
種
の
減
免
規
定

を
設
け
る
こ
と
や
、
都
道
府
県
・
市

町
村
の
一
般
会
計
か
ら
の
財
源
投
入

を
行
う
こ
と
を
、
ね
ば
り
強
く
要
求

し
て
い
く
こ
と
が
大
事
で
す
。

と
く
に
、
所
得
に
応
じ
た
公
平
な

保
険
料
を
め
ざ
し
、
保
険
料
は
所
得

割
と
均
等
割
の
折
半
と
は
せ
ず
に
、

所
得
に
応
じ
た
保
険
料
の
部
分
を
増

や
す
こ
と
が
必
要
で
す
。

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
運
営
が

住
民
か
ら
離
れ
た
広
域
連
合
に
な
っ

た
こ
と
で
、
住
民
の
要
求
・
運
動
の

矛
先
が
定
ま
り
に
く
い
問
題
が
あ
り

ま
す
。
広
域
連
合
議
員
が
い
る
自
治

体
だ
け
で
な
く
、
す
べ
て
の
市
町
村

議
会
、
県
議
会
で
議
論
を
巻
き
起
こ

し
、
意
見
を
あ
げ
て
い
く
こ
と
が
重

要
に
な
っ
て
い
ま
す
。

な
に
よ
り
も
、
75
歳
以
上
の
医
療

費
が
別
会
計
と
い
う
要
の
部
分
が
変

わ
ら
な
け
れ
ば
い
け
ま
せ
ん
。

以
前
の
老
人
保
健
制
度
は
、
高
齢

者
が
国
保
や
健
保
に
加
入
し
た
ま

ま
、
現
役
世
代
よ
り
も
低
い
窓
口
負

担
で
医
療
を
受
け
ら
れ
る
よ
う
に
す

る
「
財
政
調
整
」
（
各
医
療
保
険
が

共
同
し
て
、
高
齢
者
医
療
費
の
財
源

を
賄
う
）
と
い
う
仕
組
み
で
し
た
。

こ
う
し
た
仕
組
み
を
活
か
す
こ
と

で
、
保
険
料
の
際
限
な
い
引
き
上

げ
、
75
歳
に
な
っ
た
と
た
ん
に
家
族

の
医
療
保
険
か
ら
切
り
離
さ
れ
る
こ

と
も
な
く
な
り
ま
す
。

高
齢
者
を
前
期
と
後
期
に
区
分
す

る
の
で
は
な
く
、
老
人
福
祉
法
第
1

条
の
目
的
や
第
2
条
の
基
本
的
理

念
、
国
連
に
お
け
る
高
齢
者
人
権
条

約
制
定
の
議
論
な
ど
を
踏
ま
え
、
年

齢
に
よ
る
差
別
を
禁
止
し
、
い
の
ち

と
尊
厳
が
守
ら
れ
る
権
利
を
保
障
す

る
高
齢
者
医
療
制
度
改
革
に
向
け
た

検
討
に
踏
み
出
す
べ
き
で
す
。

「
全
世
代
型
社
会
保
障
」

許
さ
な
い
た
た
か
い
を

2
0
1
9
年
12
月
に
ま
と
め
ら
れ

た
全
世
代
型
社
会
保
障
検
討
会
議
の

中
間
報
告
は
、
「
人
生
1
0
0
年
時

代
の
到
来
を
踏
ま
え
て
、
働
き
方
を

含
め
た
改
革
を
行
っ
て
い
く
」
こ
と

と
あ
わ
せ
、「
年
金
、
医
療
、
介
護
全

般
に
わ
た
る
改
革
を
進
め
る
」
こ
と

を
強
調
し
て
い
ま
す
。
全
世
代
型
社

会
保
障
改
革
と
は
、
「
全
世
代
」
を

総
動
員
し
て
経
済
成
長
を
、
社
会
保

障
の
担
い
手
も
「
全
世
代
」
で
―
―

を
掲
げ
、
働
き
方
改
革
と
社
会
保
障

改
革
と
を
一
体
的
な
枠
組
み
で
進

め
、
制
度
改
悪
・
解
体
の
道
へ
大
き

く
踏
み
出
そ
う
と
す
る
も
の
で
す
。

社
会
保
障
改
革
で
は
、
長
く
働
き

続
け
て
税
金
や
社
会
保
険
料
を
納
め

て
く
れ
る
高
齢
者
を
増
や
す
に
は
、

健
康
で
あ
る
こ
と
が
前
提
だ
と
し

て
、
病
気
の
予
防
と
健
康
づ
く
り
へ

の
自
助
努
力
を
求
め
て
い
ま
す
。
年

金
制
度
も
、
働
く
高
齢
者
に
合
わ
せ

て
変
え
て
い
こ
う
と
し
て
い
ま
す
。

高
齢
者
を
安
上
が
り
に
使
え
る
働
き

手
と
し
て
活
用
し
よ
う
と
す
る
安
倍

政
権
の
成
長
戦
略
の
も
と
で
、
生
涯

現
役
で
働
き
続
け
る
こ
と
が
半
ば
強

制
さ
れ
る
社
会
に
な
り
か
ね
ま
せ

ん
。し

か
し
、
健
康
や
生
活
に
不
安
を

抱
え
て
い
る
人
が
増
加
し
て
い
る
こ

と
が
反
映
し
て
、
国
民
の
3
分
の
2

に
当
た
る
66
・
7
％
が
、
「
医
療
・

年
金
等
の
社
会
保
障
の
整
備
」
を
求

め
て
い
ま
す
（
内
閣
府
「
国
民
生
活

に
関
す
る
世
論
調
査
」
2
0
1
9
年

8
月
公
表
）
。

人
と
し
て
の
尊
厳
を
守
る
社
会
保

障
を
、
年
齢
や
世
代
に
よ
っ
て
、
支

え
る
側
と
支
え
ら
れ
る
側
に
線
引
き

す
る
の
は
適
切
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

社
会
保
障
を
支
え
る
税
金
と
社
会
保

険
料
は
、
個
人
も
法
人
も
所
得
に
応

じ
て
公
平
に
負
担
す
る
と
い
う
仕
組

み
―
―
応
能
負
担
原
則
の
徹
底
が
喫

緊
の
課
題
で
す
。

【
参
考
資
料
】

・
日
本
総
合
研
究
所
調
査
部
主
任
研
究
員
・

飛
田
英
子
氏
、『
Ｊ
Ｒ
Ｉ
レ
ビ
ュ
ー
』20

1
8

V
o
l4

.N
o
.5

5

・
参
議
院
厚
生
労
働
委
員
会
調
査
室
・
吉
岡

成
子
氏
、
『
立
法
と
調
査
』20

0
9.1

N
o
.28

8

・
厚
生
労
働
省

社
会
保
障
審
議
会
医
療
保

険
部
会
資
料
、
医
療
保
険
に
関
す
る
基
礎

資
料
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（ 医療保険に関する 基礎資料（ 2016年度）をも と に健保連で推計）【 後期高齢者医療制度全体の財源構成】＝16.3兆円

後期高齢者
の保険料
1.8兆円
約11％

後期高齢者
の保険料
1.8兆円
約11％

現役世代の負担
（ 後期高齢者支援金）

6.8兆円
約42％

現役世代の負担
（ 後期高齢者支援金）

6.8兆円
約42％

公　 費
7.7兆円
約47％

公　 費
7.7兆円
約47％

現役並み所得者は対象外現役並み所得者は対象外

イギリス

な し

中央政府

（ 国営保健サービス）

な し

保健医療サービスの

100 ％

若人と同じ

（ 原則なし ）

ド イツ

な し

疾病金庫

14 ．6 ％

年金受給者の場合、半分

を年金保険が拠出

若人と同じ

・ 外来： なし
・ 入院：10 ユーロ/日（ 暦

年28 日限度）

・ 薬剤：10 ％（ 下限5 ユー
ロ、上限10 ユーロ）

アメリカ

あ り
〈 原則65 歳以上〉

連邦政府

・ PartA： なし（ 注1 ）

・ PartB：134ド ル/月

（ 注2 ）

・ PartB 給付費の約75 ％

（ 2016 年）

・ PartA： 免責1 ,316ド ル/
最初の60 日間（ 注3 ）

+329ド ル/日（ 61 ～90 日）

+658ド ル/日（ 91 日～、生

涯60 日限度）

・ PartB： 免責183ド ル/年

+ 超過部分の20 ％

日本

あ り
〈 原則75 歳以上〉

広域連合

給付費の約1 割を 高齢

者、約4 割を一般制度が

負担。

給付費の5 割

10 ％

（ 一般30 ％）

制度の独立性
〈 対象者〉

運営主体

保険料負担

公費負担等

自己負担

後後
期期
高高
齢齢
者者
医医
療療
制制
度度
のの
問問
題題
点点
とと
改改
善善
点点
、、
運運
動動
のの
課課
題題
【
資
料
編
】

日本総合研究所調査部主任研究員の飛田英子氏は、 「 年齢によっ て加入する制度を 区分する仕組み

は、 全国民を 対象と する公的医療保険 制度を 持つ国では存在し ない」 と 指摘する 。（「 JRI レ ビ ュ ー

2018 Vol4 ．No55 」 ）

（ 資料） 日本総合研究所作成
（ 注1 ） 現役時、10 年以上社会保障税（ 所得の2 .9 ％） を拠出し た者。 ちなみに、 拠出期間が30 ～39 四半期の場合は227 ド ル/月、

30 四半期未満の場合は413 ド ル/月（ 2017 年）。
（ 注2 ） PartA 登録者のう ち 、 年収85 ,000 ド ル以下の者（ 独身、2017 年）。 年収によっ て保険料は最高428 .6 ド ル/月。
（ 注3 ） 入院のケース。
※アメ リ カ には全国民対象の公的医療保険制度はない。

図表1 各国における高齢者医療

▽後期高齢者の保険料10 ％（ ＝11 ．18 ％、1 ．8 兆円）

▽現役世代の保険料40 ％（ ＝42 ％、6 ．8 兆円）

▽公費50 ％（ ＝47 ％、7 ．7 兆円）

図表2 後期高齢者医療制度の財源負担割合
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2000

2500

3000

3500

4000

4500

5000

5500

6000

6500
( 円)

平成30･31年度
( 見込)

平成29年度平成28年度平成27年度平成26年度平成25年度平成24年度平成23年度平成22年度平成21年度平成20年度

出所： 社会保障審議会医療保険部会、 2017年11月

平成30･31年度平成29年度平成28年度平成27年度平成26年度平成25年度平成24年度平成23年度平成22年度平成21年度平成20年度

--
86.1万円
（ 120）

87.5万円
（ 122）

85.8万円
（ 120）

85.5万円
（ 120）

84.6万円
（ 118）

84.3万円
（ 118）

82.9万円
（ 116）

80.5万円
（ 113）

71.5万円
（ 100）

11.18％
（ 112）

10.99％（ 110）10.73％（ 107）10.51％（ 105）10.26％（ 103）10.00％（ 100）
高齢者
負担率

1 人当たり
医療給付費

5332
( 100)
5332
( 100)

5236
( 98)
5236
( 98)

5258
( 99)
5258
( 99)

5241
( 98)
5241
( 98)

5576
( 105)
5576
( 105)

5563
( 104)
5563
( 104)

5699
( 107)
5699
( 107) 5567

( 104)
5567
( 104)

5726
( 107)
5726
( 107)

5843
( 110)
5843
( 110)

5857
( 110)
5857
( 110)

2980
( 100)
2980
( 100)

3466
( 116)
3466
( 116)

3667
( 123)
3667
( 123)

3853
( 129)
3853
( 129)

3967
( 133)
3967
( 133)

4125
( 138)
4125
( 138)

4211
( 141)
4211
( 141)

4421
( 148)
4421
( 148)

4483
( 150)
4483
( 150)

4840
( 162)
4840
( 162)

4949
( 166)
4949
( 166)

4392
( 185)
4392
( 185)4238

( 179)
4238
( 179)

3876
( 163)
3876
( 163)3740

( 158)
3740
( 158)

3517
( 148)
3517
( 148)

3438
( 145)
3438
( 145)3280

( 138)
3280
( 138)3190

( 135)
3190
( 135)3010

( 127)
3010
( 127)

2768
( 117)
2768
( 117)

2371
( 100)
2371
( 100)

・ 低所得者に
対する均等
割 8.5 割、
所得割5 割
軽減

・ 元被扶養者
に対する均
等割9 割軽
減

・ 低所得者に
対する均等
割9 割軽減

・ 財政安定化
基金から 保
険料上昇抑
制のための
交付特例

　（ 法改正）

・ 賦課限度額
　 年50万円→55万円

・ 低所得者に対す
る均等割2 割、
5 割対象拡大

・ 賦課限度額
　 年55万円→57万

円

・ 所得割5 割軽減→2 割
軽減

・ 元被扶養者に対する均
等割9 割軽減→7 割軽
減

・ 所得割2 割軽減→
軽減なし

・ 元被扶養者に対す
る均等割7 割軽減
→5 割軽減

・ 賦課限度額
　 年57万円→62万円

平均保険料額（ 月額）平均保険料額（ 月額）

現役世代1 人当たり 支援金（ 月額）現役世代1 人当たり 支援金（ 月額）

現役世代1 人当たり 支援金
保険料相当額（ 月額）
現役世代1 人当たり 支援金
保険料相当額（ 月額）

平成22年度
改定

平成22年度
改定

平成24年度
改定

平成24年度
改定

平成26年度
改定

平成26年度
改定

平成28年度
改定

平成28年度
改定

平成30年度
改定

平成30年度
改定

▽所得割の5 割軽減 →2017 年4 月に2 割軽減 →2018 年4 月に廃止

▽扶養者の均等割9 割、8 ．5 割軽減 →2017 年4 月に7 割軽減 →2018 年4 月に5 割軽減 →2019 年4 月に廃止

▽均等割8 ．5 割軽減 →2020 年度7 ．75 割 →2021 年度7 割

▽均等割9 割軽減 →2019 年度8 割 →2020 年度7 割

図表3 後期高齢者医療保険料軽減特例の段階的廃止

図表4 後期高齢者医療制度の保険料の推移
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○受療率は、 特定の日に、 人口10万人に対し て何人が診療行為を 受けているかを 示し たも の。
○受療率は加齢に伴い増加する傾向にあるが、 特に入院受療率は後期高齢期になっ て増加する
　 率が大き い傾向にある。

年齢階級別の受療率（ 外来） 年齢階級別の受療率（ 入院）

出所： 社会保障審議会医療保険部会、 2017年11月出典： 患者調査（ 平成26年）
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1,0621,062 1,0641,064

1,3501,350

1,8201,820

170170 9292 9292 117117 165165 241241 296296 304304 330330 427427
591591

772772

6,6916,691
6,7786,778

4,4224,422

2,6492,649

1,9371,937

2,2402,240
2,7162,716

3,0863,086
3,2803,280

3,3823,382
3,8273,827

4,6644,664

5,3615,361

6,5146,514

8,3098,309

10,77810,778

（ 人口10万対） （ 人口10万対）

12,39712,397

12,60612,606

11,37311,373

2,6352,635

3,8793,879

5,5785,578

外来治療中の慢性疾患

○疾患別治療患者の割合（ 有病率）

86％の後期高齢者は、 いずれかの慢性疾患を
治療し ている

○慢性疾患8 種類の一人あたり の保有個数の内訳

○疾患併存の頻度（ ネッ ト ワーク 分析）

慢性疾患を 2 種類以上抱える 者は80歳代で最も 多く 、
その後は減少する

多病の状況
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全
体

100％
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80％

60％

40％

20％

0％
胃
十
二
指
腸

潰
瘍

関
節
症

脊
椎
障
害

白
内
障

緑
内
障

全体 男性 女性 なし

1 種類

2 種類

3 種類

4 種類以上

13.7％

22.2％

26.0％

21.1％

17.1％

（ 2 種類以上再掲） 64.1％

出所： 社会保障審議会医療保険部会、 2017年11月

疾患の個数 内訳

※生活機能も75 歳以上で急速に低下し 、 買い物、 外出等の生活行為ができ なく なる傾向がある。

▽100 人当たり 受診回数の割合は、 外来で2 ．4 倍、 入院で6 ．2 倍。

▽診療費も 外来で3 ．5 倍、 入院で6 ．6 倍に及ぶ。

※75 歳以上の1 人当たり 患者負担は、 原則1 割でも75 歳未満（ 年4 万4000 円） より 、1 ．7 倍も 多い年7 万4000 円。

〇後期高齢者の86％は、外来で何ら かの慢性疾患を 治療

〇後期高齢者の64％は、2種類以上の慢性疾患を 治療

図表6 75 歳以上の高齢者（ 被保険者1 人当たり・1 年間）と75 歳未満と の比較

図表5 高齢者の健康状態・ 疾病の特性
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75歳

65歳

被用者保険

市町村国保

サラ リ ーマン自営業者、 農業者、
サラ リ ーマンOB、 その他

退職者
医療制度
退職者

医療制度

大企業のサラ リ ーマン

中小企業のサラ リ ーマン

…健康保険組合

…政府管掌健康保険

老人保健制度

全被保険者

%
1 0 0 .0

5 1 .8
8 .5
4 .5
9 .5
9 .8
7 .1
3 .1
1 .5
1 .5
0 .8
0 .7
0 .5
0 .8

0 .2

8 5 7

7 0 ,6 5 7

所得額階級

総数（ 所得不詳を 除く ）
所得なし

～ 3 0 万円未満
3 0 万円以上 ～ 5 0 〃
5 0 〃 ～ 1 0 0 〃

1 0 0 〃 ～ 1 5 0 〃
1 5 0 〃 ～ 2 0 0 〃
2 0 0 〃 ～ 2 5 0 〃
2 5 0 〃 ～ 3 0 0 〃
3 0 0 〃 ～ 4 0 0 〃
4 0 0 〃 ～ 5 0 0 〃
5 0 0 〃 ～ 7 0 0 〃
7 0 0 〃 ～ 1 ,0 0 0 〃

1 ,0 0 0 〃 ～

所得不詳

1 人当たり 所得額 （ 千円）

1 人当たり 保険料調定額 （ 円）

・ 後期高齢者1800 万人のう ち、 「 所得なし 」 が51 ．8 ％、 所得200 万円未満が9 割以上を 占めている。

・ 後期高齢者の世帯の約7 割は公的年金等のみで生活。910 万人の公的年金等は年100 万円未満。

・ 後期高齢者の世帯の貯蓄額は、300 万円以下が全体の約35 ％を 占め、 貯蓄なし が約17 ％に及ぶ。

・ 老人保健制度は、 高齢者が国保や健保に加入し たまま、 現役世代より も 低い窓口負担で医療を 受けら れるよ

う にする「 財政調整」 の仕組み。

・ も と の老人保健制度に戻すこ と で、 保険料の際限ない引き 上げ、75 歳になっ たと たんに家族の医療保険から

切り 離さ れるこ と も なく なる。

図表7 年金では暮ら せない、働かないと 暮ら せない――高齢世帯の貧困化がすすんでいる

出所： 後期高齢者医療制度被保険者実態調査報告（ 2019 年3 月公表）

図表8 かつての老人保健制度の財政負担の仕組み
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出所： 2018年5 月21日、 経済財政諮問会議　 加藤臨時委員提出資料

65歳以上就業率が高い都道府県は1 人当たり 医療・ 介護費は低い傾向65歳以上就業率が高い都道府県は1 人当たり 医療・ 介護費は低い傾向

相関係数
‒0.46程度
相関係数
‒0.46程度

年
齢
調
整
後
1
人
当
た
り
医
療
・
介
護
費
（
万
円
）

65歳以上就業率

100

90

80

70

60
15.0 25.0 （ ％）

y＝‒1.2348x ＋ 109.59
R2＝0.2127

1990年度

60 .1 兆円

所得税

最高税率70％

26 .0 兆円

-6 .1 兆円 -6 .1 兆円 +13兆円

法人税

40％

18 .4 兆円

消費税

3％

4 .6 兆円

その他

11 .1 兆円

2018年度

過去最高

60 .4 兆円

所得税

最高税率45％

19 .9 兆円

法人税

23 .2％

12 .3 兆円

消費税

8％

17 .6 兆円

その他

11 .6 兆円

一般会計
税収

※高齢者は元気だと 働く こ と ができ るが、 逆に働いているから 元気なのか、 働けば医療・ 介護費用が抑制でき

るのか――と いう 実証的研究は行われていない。

▽予防の投資効果を 試算し た前提条件は、65 ～74 歳の高齢者が現役世代並みに働き 、75 歳以上の高齢者が65 ～

74 歳並みに働けるこ と 。

▽すでに65 歳以上の人口3588 万人のう ち、 就業者は862 万人（ 24 ％） を 占める。
出所： 総務省 2018 年度労働力調査

1990 年度と2018 年度の財源内訳

出所：『 羽鳥慎一モーニングショ ー』

図表9 高齢者就業率が高い地域は医療・ 介護給付費は抑制傾向にある

図表11 大企業と 富裕層にこ そ、所得に応じ た公平な負担を

図表10 予防の投資効果

・ 国民の健康状態が動態的に変化する（ 例： X 歳のがん発生率： a％（ 2000 年）→b％（ 2020年））ことを前提とした

新たな分析（ 内閣府ImPACTプロジェクト 東京大学橋本英樹教授）を活用。各疾患分野における予防対策を行っ

た場合の60 歳以上の医療費・ 介護費を試算。

・ これに加えて、高齢者の健康度が向上すれば、間接的なインパクト として、労働力と消費の拡大が見込まれる。

（ 最大840 万人、1 ．8 兆円／年（ 2025 年）拡大／粗試算）。
出所：2018 年4 月18 日、次世代ヘルスケア産業協議会事務局（ 経産省）資料
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～250万 ～300万 ～400万 ～500万 ～600万 ～700万 ～800万 ～1千万 ～1 .2千万 ～1.5千万 ～2千万 ～3千万 ～5千万 ～100億～50億～20億～10億～5億～2億～1億 100億～

（ 備考） 国税庁「 申告所得税標本調査（ 税務統計から 見た申告所得税の実態） 」 （ 平成25年分・ 平成26年分） より 作成。

（ 注） 所得金額があっ ても 申告納税額のない者（ 例えば還付申告書を提出し た者） は含まれていない。
また、 源泉分離課税の利子所得、 申告不要を選択し た配当所得及び源泉徴収口座で処理さ れた株式等譲渡所得で申告不要を選択し たも のも 含まれ
ていない。

申告納税者の所得税負担率（ 平成25年分及び平成26年分）

○高所得者層ほど所得に占める株式等の譲渡所得の割合が高いこ と や、 金融所得の多く は分離課税の対象になっ て

いるこ と 等により 、 高所得者層で所得税の負担率は低下。

○平成25年度改正において、 上場株式等の譲渡所得等に対する10％（ 所得税： 7 ％、 住民税： 3 ％） の軽減税率は

平成25年12月31日をも っ て廃止さ れ、 平成26年1 月1 日以後は20％（ 所得税： 15％、 住民税： 5 ％） の税率が適

用さ れている。

平成26 年分

平成25年分

500

400

300

200

100

200 8 10 1 2 14 16 18
0

兆円

法人企業統計から 。 金融・ 保険業を 除く

年度

人件費

内部留保（ 利益剰余金）内部留保（ 利益剰余金）内部留保（ 利益剰余金）

▽2018 年度の内部留保は、7 年連続最高の463 兆円

▽賃金に当たる「 人件費」は、2018 年度は約208 兆円で、2008 年度の約197 兆円に比べて5 ．6 ％の増加にと どまっ た。

▽企業の利益のう ち、賃金などに回さ れた割合を 示す「 労働分配率」は、10 年間で74 ％から66 ％に下落し ている。

出所：『 東京新聞』2019 年9 月3 日

図表12 増え続ける企業の内部留保と 横ばいの人件費

出所： 財務省財政制度等審議会

図表13 富裕層の「 純金融資産」総額が大幅に増加
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医療・ 年金等の社会保障の整備

景 気 対 策

高 齢 社 会 対 策

雇 用 ・ 労 働 問 題 へ の 対 応

少 子 化 対 策

物 価 対 策

税 制 改 革

防 衛 ・ 安 全 保 障

防 災

0 10 20 30 40 50 60 70 80

（ ％）6 6 .7
64 .6

5 2 .5
5 0 .6

5 0 .7
5 2 .4

3 7 .1
36 .7

36 .1
36 .3

34 .6
34 .3

3 2 .2
31 .6

29 .5
3 2 .8

2 9 .4
28 .3

〈 現行制度〉 〈 新制度〉

国　 保 被用者保険
（ 3 ,6 00万人）

1 ,200万人
200
万人

（ 7 ,4 00万人）
国　 保 被用者保険

〈 加入する制度を年齢で区分し ない〉〈 加入する制度を年齢で区分し ない〉〈 加入する制度を年齢で区分し ない〉
〈 加入する制度を年齢で区分〉75歳

後期高齢者医療制度

1 ,400万人 保険料は世帯主が
まと めて納める

被扶養者に
ついては被
保険者全体
で保険料を
負担する

※形式的には75 歳以上を 国民健康保険と 被用者保険に戻し 、 別建てを 解消すると し ている。 し かし 、 その実態

は、75 歳を 境と し た区分経理を 残すなど看板の掛け替えに過ぎない。

図表15 【 参考資料】厚労省が「 第1 回高齢者医療制度改革会議」（ 2009 年11 月30 日）で報告し た問題点

問 題 点

〇 75 歳以上の高齢者のみを区分し 、 保険証も 別になり 、 差別的である。

〇 若人に比べて医療費の伸び率が高い高齢者医療費の増加に比例し て、 高齢者の保険料が
増加する仕組みと なっ ている。

〇 被用者保険の被保険者であっ た方については、 被用者保険における 事業主負担が無く
なっ たこ と 等により 、 多く の方の保険料負担が増加。

〇 被用者保険の被扶養者であっ た方については、 こ れまで保険料負担が無かっ たこ と によ
り 、 保険料負担が発生。

〇 国保世帯内の高齢者が、後期高齢者医療制度に移行し 、世帯内で別になっ たこ と により 、
国保の保険料の応益割の軽減割合が減少し 、 世帯当たり の保険料負担が増加。

〇 国保においては、世帯主がまと めて納付し ていたが、後期高齢者医療制度は個人単位で納
付するこ と と なっ たため、 扶養さ れている配偶者も 納付する必要が生じ た。

〇 上記に併せて、 原則と し て、 年金から の天引きを実施。
〇 その場合、 世帯当たり の税負担が増加する場合が発生。

〇 国保世帯内の高齢者が、後期高齢者医療制度に移行し 、世帯内で別になっ たこ と により 、
それぞれの医療保険制度において、高額療養費の自己限度額が適用さ れるこ と と なり 、世帯
当たり の自己負担が増加。
【 具体例】 世帯主（ 75 歳） （ 国保） 44 ，400 円（ 後期）

世帯員（ 74 歳） 44 ，400 円 44 ，400 円（ 国保）

〇 従前は、市町村の実施義務であっ たが、広域連合の努力義務と なっ た中で、受診率が低下。
※ 実施義務化する場合、都道府県負担の導入を含め、国及び地方公共団体の費用負担割合を定めること が必要。

〇 「 後期高齢者」 と いう 名称は、 高齢者の心情に配慮し ていない。

項 目

独立制度
による

本質的な問題

保険料負担

保険料徴収

高額療養費

健康診査

名 称

➡

出所： 内閣府「 国民生活に関する世論調査」（ 2019 年8 月20 日公表）

図表14 国民の7 割が社会保障の拡充を求めている


